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Abstract 
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Ⅰ. はじめに 
 
1. 研究背景 
 
今日まで,業種横断や産業境界を跨ぐ企業間関係は様々な形で連携・統合を繰り返
してきた.その重要領域である取引費用経済学(Transaction Cost Economics)は, 1980年代
から企業戦略論として理論的枠組みを提供している.2000年以降の研究に見られる特
色では,グローバル化の進展,新興国市場の登場など環境変化に伴う新たな現象に対す
る分析枠組みが形成されている.そして,我が国の強みである技術イノベーションにお
ける様々な知識,視点,発想等が融合し,新しい価値が創出される可能性に向けた議論が
展開されている. 
2016年 1月に閣議決定された日本の第 5期科学技術基本計画(2016～2020年)は,政
府,学会,産業界が共に連動し「世界で最もイノベーションに適した国」を目指してい
る.本計画では,官民合わせた研究開発投資を GDP対比 4％以上と,はじめて数値目標を
定め,特に化学素材の優れた技術を活用しグローバル展開の発信地となるよう政策の
実行を強調している(引用:内閣府,2014年『世界で最もイノベーションに適した国』).
製品構造に関係するプレイヤーの役割が多様な変化を起こす状況の中で,科学イノベ
ーション推進によって社会変革に適応する価値を浸透させ,国際標準化を中心とする
「基盤的な力」の強化を課題としている.また,研究開発を自社で閉じる自前主義や組
織集権化への反省から,Chesbrough(2003)が提唱した「オープンイノベーション」の枠
組みを効果的に活用し,社会的な課題解決に向けたイノベーションを奨励している. 
しかしながら,産学官連携,および,企業間のネットワーク拡大,ベンチャー企業の育成
等,研究開発活動の分権化を志向する一方で,世界の巨大企業の動きに目を向けると,新
しい経済的価値の獲得を意図する企業統合やアライアンス連携が依然として活発であ
る.従来の国際水平分業・組み合わせ(モジュール)型のイノベーションに適応した「オ
ープンイノベーション」とは異なる潮流が観察される.技術を中心とするイノベーシ
ョンによってこうした変化について着目したのは,第 1に,わが国の製造業は企業間連
携や異業種市場との接点,コモディティ化 1)の顕著な製品の対応など課題が複雑化して
久しいが,それに対する戦略が依然として千差万別であること,第 2に,製品が保有する
機能の同質化が進むセットメーカー2)が開発した製品は差別化が難しい反面,部品や材
料メーカーは依然として好調な企業が多いことである(引用:文部科学省 2017年『科学
技術白書』,みずほ銀行 2017年『産業調査:素材産業の競争力維持に向けた方策』). 
 
2. 研究目的 
 
柴田(2015)は,日本企業に起きているイノベーション研究に着目し,その解明には顧客
価値と製品設計思想の 2つの視点から接近すべきと提起している.それは,顧客や市場
に対しどのような社会的価値を提供するか,そして,製品やサービスに転換する設計と
開発の効果的なマネジメントである.社会的価値に関する内容は,企業イノベーション
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研究における領域が中心となったのに対し,製品・サービスへの転換では,製品開発論
や技術経営で分析が展開されている. 
エレクトロニクス産業に目を向けると,現在,液晶テレビ,デジタルオーディオ,家庭用
ゲーム機などのデジタル家電の他,自動車もインターネットに接続する事は一般的で
ある.また,Smartphone3)と通信を行う家電製品も存在する.そして,多種多様なデバイス
が今後,インターネットに接続され,その為に製品機能を高めるセンサーや半導体等の
部品は 2020 年に約 530 億個迄,需要が高まると予測されている.(引用:総務省 2017 年
『データ主導経済と社会変革:爆発的に増加する IoTデバイス』) 
こうした潮流は,日本の製造業に対して 2つの意味で大きな転換点をもたらしてい
る.まず,「IoT」などの背景にある ICT(Information and Communication Technology : 情
報通信技術)の進展は,必ずしも技術立国を志向しない新興国でも,部品のモジュール化
によって量産可能な設備を備えれば類似した製品を製造できる.この事から言えるこ
とは,技術で先行した企業も一定機能しか持たない部品構成ではキャッチアップのリ
スクにさらされる.次に,モジュール化の援用となる標準化は,我が国政府も従来は,国や
公的機関によって標準化が促されていたが,近年は新たな基準認証の在り方として企
業主体の標準化獲得を奨励し(経済産業省,2017),これに対してどう取り組むかである. 
このような中で,企業間連携によって依然として高い市場シェアを獲得し持続的に
競争優位を保つ化学材料メーカーが存在する.こうした企業の特徴は,補完的生産者と
なる他企業との技術結合を通じて新たなビジネス機会を創出できることである.従来
の補完的生産者との協業関係との違いは,国際標準化機構(International Organization for 
Standardization4),以下 ISOとする)が承認した材料,つまり社会的課題の解決に繋がる新
たな技術を創出し標準化認証を得たことである.本研究の目的は,標準化の構築を通じ
て競争優位が成立するメカニズムについて分析することである.具体的には,国際的な
産業構造にもたらす影響を標準化構築の視点で探り,「『技術主導による標準化施策』
によって,公的な性能の規定化と企業競争力が両立できるような標準化の形成にどの
ように取り組むか(経済産業省,2017)」に対する新たな視座を提供することである. 
 
3. 本稿の構成 
 
本研究では,三井化学・大成プラスの標準化構築事例を分析する.事例研究は「なぜ
という問いに対する適合的な方法論として個別状況におけるダイナミクス・動力源を
理解する為に,分析の妥当性を高めることができる(Yin, 1994)」.論文の構成は,研究背
景で示すように「化学産業における標準化構築を通じ競争優位が成立するメカニズ
ム」を本稿の大きなリサーチクエスチョン(以下,RQと略称)と位置づける.Ⅱ章以降で
問題意識の背景となった先行研究をレビューし,既存研究との関係から本研究で取り
組むサブクエスチョン(以下,SQと略称)を設定する.Ⅲ章は,質的データから理論構築を
行う研究手法について説明する.Ⅳ章は,対象企業の戦略推進の経緯とインタビューか
ら実際に収集した質的データの分析を行う.Ⅴ章は,SQに対し本研究の検証妥当性を高
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める命題を抽出し,各命題間の因果メカニズムを考察するとともに,そこから導き出さ
れる含意を検討する.最終のⅥ章では,本稿の RQに対する解としての結論と,今後の研
究課題を提示している. 
 
Ⅱ. 先行研究レビュー 
 
前章で示した本研究の目的に対し,既存研究で関係する点を含めそれに応えている
かどうかを検討し,本研究で取り組む複数の SQを設定する. 
 
1. 創出価値 
 
競争優位とは,企業が同一市場平均より高い経済利益率を得ている時,その企業は市
場において競争優位にあると定義される(Besanko,2002).こうした学術的な枠組みでは,
「企業の収益性は市場における経済要因と競合他社との比較による価値創出の成功度
の両方に依存する,Besanko(2002)」となり,このことから,創出価値はその企業が買い手
に与える便益と,生産時に掛かるコストとのバランスによって決定される.取引相手と
の信頼関係や適切な契約形態によってビジネスモデルが成熟し,細かいモニタリング,
取引特殊な資産やスキルへの投資,習熟によるコミュニケーションの節約によって創
出価値につながるケースも存在する(Besanko,2002).しかし,競合企業より高い便益があ
りながらも,コストが掛かり十分な利益をあげることができなければ,市場にある需要
を獲得し充分な利益を得ることに繋がらなくなる. 
< 図 1 : 創出価値の枠組み > 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[出所『ECONOMICS OF STRATEGY 6th Edition International Student Version』 
D, Besanko / D, Dranove / M, Shanley / S, Schaefer p.368引用,赤点線部を加筆] 
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山本(2012)は,「企業の神経系と位置付けられる ICTシステム構築プロジェクトは,
既存システムの改修が多く,開発の規模や追加の機能が多様化しているため,企画段階
で QCD5)を直感的に判断することは難しい」と指摘する.こうした状況では,多様な価
値観を持つ企業関係をコントロールする強いリーダーシップが求められ,プロジェク
トを主導する企業の観点から価値を創造するリーダー企業の役割を強調している.競
争優位の持続性を議論するには完全競争の理論が適切な出発点で,しかし現実では単
純構造の市場は存在しない.完全競争のダイナミクス 6)は理論が想定するよりもっと複
雑な条件に適用できる場合があり,そうした状況を含めパターン化を構築することが
できれば,複雑なビジネス環境に即した創出価値の考察につながるであろう.この場合,
ロックイン(戦略や資源の固定化)からの回避やパス・ディペンデンス(経路依存性)の
観点で注意すべき点がある.それは,取引費用の要素で,技術開発に携わる企業の動機づ
けや環境の複雑性と,その環境を解読するプレイヤーの能力(測定と執行)である.つま
り,環境の変化によってイノベーションがもたらす取引費用構造の変化に対して,創出
価値による実践的な分析が必要である.そのため,これらの視点に加えて,買い手に与え
る便益増加を目的とする創出価値の活用に注目が集まる(丹沢,2017b).このような論点
から,以下の SQを設定する. 
 
SQ-1 : 化学産業の企業間取引では,便益を高めコスト抑制が働く要因は何か? 
 
2. 価値相関モデル 
 
Brandenburger and Nalebuff(1997)による価値相関モデルとは,価値創造・分配のゲー 
ムに参加する全てのプレイヤーの相互依存関係を示したもので,自社を中心に垂直方
向の供給業者と顧客,水平方向に競争相手と補完的生産者と 5つが含まれている. 
経済は常にダイナミックに変化するという前提に立つと,同じプレイヤーが競争相
手であると同時に,あるときは補完的生産者である現象も起きる.競合,買い手,売り手だ
けを見るのではなく,直接取引のない『補完的生産者』にも注目すると収益のあげ方
について多様な可能性を探ることができる.彼らは,当該企業にとっての需要を増す存
在は,公的機関であれ,サプライヤーであれ,直接取引の関係ではない企業であれ「補完
者」として取引ネットワークに組み込む.そして,補完者との関係では,「自分以外のプ
レイヤーの製品を顧客が所有したときに,それを所有していない時よりも自分の製品
の顧客にとって価値が増加する場合,そのプレイヤーを補完的生産者」と定義してい
る(Brandenburger and Nalebuff,1997). 
価値相関モデルは,企業からみた競争相手や補完的生産者となる企業との相互関係
に注目し,垂直軸・水平軸でのコアコンピタンス統合を含む企業間連携によって得ら
れる価値の創造と分配を考察する枠組みである.価値を創出する際は協調し,分配する
ときは競争する 2面性を併せ持つことが指摘されている(井上,2010).提携相手のタイプ
を分類した研究に,Yoshino and Rangan(1995)があるが,①バリューチェーンの垂直的企
業同士による提携,②同一産業に属するが競合関係にない水平的企業同士による提携,
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③同一産業に属し競合関係にある水平的企業同士による提携,④異なる産業に属する
企業同士による提携,と 4 つに分類をしている(山田・寺部,2017).本稿は,③の提携に焦
点を当てて議論を展開することになる.分析の対象となる三井化学に対して,新たな加
工技術を提供し,その価値を市場で高める補完的生産者としての役割を担う大成プラ
スとの協業が中心となる.その点で,化学産業で技術結合を通じて新たなビジネス機会
の発見やチャンスを探り市場全体のパイを拡げることができたのは,その技術が国際
標準化し複数の異なる産業まで需要が広がったためと捉えており,その意味で化学産
業の補完的生産構造に着目し具体的に分析する必要があるだろう. 
既存研究で示された価値相関モデルは協調と競争の視点を重視し主体企業からみた
補完的生産者や競争相手との関係性が議論の中心であり,最終的に当該企業の利益が
増えるということに留まった視点であるが,補完的関係にある企業と技術結合を通じ
て協業関係を強化し,互いに内部/外部のコンピタンスを統合,構築,再構成する事で成立
した新たなイノベーションが国際標準化まで発展する事象を見ることができた.これ
はどのようなプロセスで形成されたのか,分析を試みる. 
 
SQ-2 : 競合関係にある企業が,同時に補完的生産者として機能する条件は何か？ 
 
3. 構造的空隙 
 
社会ネットワークの構造分析を行った Burt(1992)は,ネットワークの構造を支える三
者以上からなる構造的関係の影響について,「構造的空隙」による視点を提唱してい
る.構造的空隙は,「重複していないコンタクト群が分離している状態」(Burt,1992)と
定義され,多くの実証研究によって正当性が検証され続けている.彼によれば,互いに強
い繋がりがある密度の高いネットワークでは,情報の量と質とネットワークの維持コ
ストという観点から,より有益な情報を効率的に触れるため重複しないコンタクトや
ブリッジが重要と主張する.一方で,一人あたりのネットワークを維持するための負担
が抑制され,規模拡大への心理的な効用が働き,需要側における規模の経済性が期待で
きる.さらに,複数のネットワークの結節点である構造的空隙に位置するプレイヤーは,
ネットワーク間に共通する情報に加えて,詳細な付随情報を独占する.これにより,情報
利益(ネットワークによって媒介された情報がもたらす利益の総称)と統制利益(ネット
ワークでつながる相手と交渉することで得られる利益)が享受される. 
石田(2001)は「ネットワーク構成者が相互に緊密に結ばれている集団は,ブリッジが
存在しないために同質的な集団となり,ネットワーク構成者が相互に結ばれていない
集団は,ブリッジを多数持つために多様な集団となる」という前提を示している.この
ような点であるが,いずれも主体者の優位性をもたらすブリッジ機能に焦点した見解
となり,多様なネットワークの中で化学材料を中心とする産業に関連した研究は少な
いといえる.ブリッジとは,集団と集団の橋渡し機能を果たす個人または組織間のつな
がりで,これに関する代表的研究が,Granovetter(1973)の「弱い紐帯の力(The strength of 
weakties)」理論である.例えば,様々な製品に適用される技術標準性がある場合,中間財
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や最終財を扱うセットメーカーと協業する可能性は増す.セットメーカーが直面する
製品市場の情報取得が可能になる一方で,上流の原料メーカーがセットメーカーの情
報を共有し相互に技術学習を図り,新しい技能が生成され新たな製品に結びつく流れ
が期待できる.製品構成に関係するプレイヤーの役割は,多様な製品を創出するための
機能を結合させることで,その結果,技術の信頼性やその高さを証明する方法論を含め
た標準性を確保し,複数の異なる産業から引き合いや関心が示されることになる.この
ような視点から,産業や業種を横断した形で発展する標準化が構造的空隙に与える新
たな可能性や示唆できることを,以下の SQを通じ明らかにする. 
 
SQ-3 : 技術開発を通じ異なる産業間で標準化が成立する条件は何か? 
 
4. 標準化 
 
標準化の類型として「プライベートスタンダード(以下,PSと略称)」が注目されて
いる.PSは,社会的な課題に対処する公的な規制の設定,企業や業界団体,NGO等が自主
的な基準・規格を策定し,こうした基準・規格を満たしている認証を標準化する制度
である(JETRO,2015).この制度が注目される背景は,製品の安全性を担保する公的機関,
および,公的な規制を行う政府部門が,逼迫する財政や市場主義的な政策志向の理由か
ら公的規制を担保すべき責任の一部を民間企業にも求める動きが顕在化したことが挙
げられる(JETRO,2015). 
近年,企業はこれをビジネスツールとして戦略的に活用すべく,標準化戦略の推進を
担う最高標準化責任者 CSO(Chief Standardization Officer)の設置により,企業内体制を強
化する傾向にある.グローバルサプライチェーンの延長と複雑化によって,国境を越え
た生産工程は一国の公的規制では十分な対応ができず,しかしながら個別の企業努力
のみで管理することは困難である.技術が定着するには従来の研究開発・知財→標準
化→規制対応→認証が段階的に推移する方法では時間が掛かり,これに対応する仕組
みとして国際的基準を設定した PS形成が技術を強みとする企業の中で活用できそう
である.自動車や航空機等の輸送用機器において,燃費向上のための軽量化は長年の必
須課題である.永塚・斧田・岡田(2014)らは,軽量化を図る手段として,金属材料からプ
ラスチック(樹脂),または,樹脂と繊維の複合材料などへの転換を推奨している.表 1は
國分・藤井(2016)が示した標準化類型を援用し,仕様・I/F・達成基準と区分し,技術を
活用したルール形成型標準の分類である.この分類は,性能や価値を証明する基準とし
て認識する.従来の接着剤を使う金属と樹脂の接合では,接合面から微量な有害物質が
発生し,長時間使用することで接着強度が低下するなど,細かい課題も存在していた.そ
の為,アルミニウム(Aluminium)金属と樹脂を接合する方法(マルチマテリアル化)によっ
て軽量化を目指す場合,性能として問題ないことを認識する必要がある. 
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標準化類型 特徴・意味 特許との関係 具体例 
仕様 
特殊 Spec保有 
(規格戦略) 
特許を内包し製品化 Blu-Ray Disk 
I/F 
製品相互接続機能 
(データ活用仕組み) 
特許は周囲に存在 QR Code 
性能基準 
技術価値証明 
(方法基準証明) 
関係性は高くない 和包丁 
 
(引用)：國分・藤井(2016)『世界市場で勝つルールメイキング戦略』/ 朝日新聞出版 
 
両社は,単一の材料開発ではなく材料と接合する加工技術に目を向け,異なる材料を
組合せる技術によって製品の耐久性を高める開発連携を実践している.Rogers(2003)が
指摘した「技術として構築された主体が,様々な制度・構造・物的存在と相互作用し
ながら経済的インパクトを持つ社会的プロセス」を引き合いにするならば,技術を活
用したルールメイキングによる市場創出と置き換えられ,これにより別の市場へアプ
ローチする方法をより具体化することができよう. 
化学産業では,特に環境に配慮した技術を使うことも求められ,既に存在する他の
異なる技術を組み合わせ開発時間の短縮を意図する観点から,技術に付加価値をつ
けていく多様な方法を模索していた.以上の点から,下記の SQを設定している. 
 
SQ-4 : 多様な技術を活用し競争優位を構築するには,どのような標準化が有効か? 
 
Ⅲ. 分析手法 
 
1. 質的データを用いた理論構築 
 
質的研究,特にグラウンデッド・セオリー・アプローチ(以下，GTA)を用いた一般的
な学術研究の本数は,近年増加傾向にある(若林,2015).GTAは質的研究法の代表の一つ
であり,「インタビューやケース観察等で得られたデータを使い,人と人との相互作用
やある状況が,異なる状況に変化するプロセスの分析(戈木,2014)」である.また,プロセ
ス変化を説明できる理論の生成を目的とした研究方法である.戦略経営の領域では,す
でに Eisenhardt(1989)がケースを用いる分析から因果メカニズムの発見手法を示して
いるが,本研究は Christensen and Carlile(2009)が提唱した手法に基づき,限られた時空領
域に当てはめられる「中範囲の理論」と言える理論構築を目指している. 
 
 
<表 1 : 技術をベースとする標準化の分類> 
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< 図 2 : 分析方法 > 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(引用)：丹沢・宮本(2017)『質的データからの理論構築,そして論文化まで』 
 
具体的には,丹沢・宮本(2017)が図 2 で定式化した質的データを通じた理論構築を分
析フレームワークとして採用する.この方法であるが,①まず,インタビューによって取
得した 1 次データや公開された 2 次データを利用し,観察できた情報を収集する.②提
示するリサーチクエスチョンに沿って定性的データを中心に収集し,そこから共通す
る属性(カテゴリー単位)に分類する.③そして,相関関係を表す命題を抽出し,観察で得
られた内容に即した記述となっているか,確認を行う.これまでが,事象の観察から相関
関係を見出すステージとなり記述的理論の範囲である. 
次に,④から事象の観察から因果関係を見出すステージへ移行し,⑤「現象の観察,記
述,測定」と予測された条件を含めて照らし合わせ,確証が得られれば因果関係を保持し,
反証されれば⑥のように,より精密な分析作業を繰り返す.これにより,一般的な因果関
係として明確に解釈できるよう理論化に導いていく. 
最後に,例外となるような事象の有無や構築した因果関係に関する現象を再度確認
し,規範的理論の改良・改善を図るため,Peirce(1992)が提唱した「アブダクション(仮説
推論)」を行う.これは,観察された「ある意外な,驚くべき事実や変則性の観察から出発
して,その事実や変則性がなぜ起こったか,それらのデータを的確に説明できる法則や
理論について複数の条件や仮説を加える」(米盛,2007)もので,原因と結果からその
事実が生じる理由の説明につながる拡張的な論理展開である.つまり,命題の背後に
ある因果関係をより発展した概念や理論に移行することを目指している.  
 
2. 分析対象企業について 
 
研究テーマに対して文献・インタビュー・自由記述等の様々な媒体や方法から得た
情報の中で,競争優位構築メカニズムとして研究目的に整合する企業の事例を選んで
いる.すなわち持続的な競争優位が持続する 2社 (三井化学,大成プラス) が実践した企
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業行動が対象となり,直接得られた事実や情報,行動の動機・背景をインタビューによっ
て確認し補足する.対象企業は,技術を如何に社会的価値の提供へつなげるか,製品開発
の効果的なマネジメントをいかに実践したか,こうした点を企業協業によって実践し
たケースと捉えている. 
インタビューは,公開されている報告書や文献を事前確認したうえで,対象企業にお
いて事業戦略を検討する立場(当時)にいた管理職位(技術開発部長,および,プロジェク
トの開発担当者)を中心に行った.各企業へのインタビュー時間は 2 時間程で予め質問
事項を整理し,インタビュイーの回答内容に応じて追加・補足の質問を重ねる,半構造化
形式を採用した. 
 
Ⅳ．化学材料メーカーの標準化構築 
 
1. 価値相関の活用 
 
「化学素材産業は機能性材料が生み出す機能によって製品の付加価値が発現され,製
品の差別化が図りやすい産業である(経済産業省,2018)」.その点で,他の材料との協調
や融合の実現が期待され,グローバル規模でのアライアンス関係を築きながら,異素材
の結合によって新たな材料技術の開発を目指している産業といえる. 
このような中で,自動車用産業材,精密化学品,包装材などを製造する三井化学は,新し
い視点と発想を元に,新たな素材の開発を進めている.技術主導で製品価値を提供する
プロダクトアウト型の戦略に拘らず,顧客が必要とするものを提供するマーケットイ
ン型まで幅広く対応し,顧客と価値を協創する方向性を打ち出している(三井化学『長
期経営計画 2025』).また,Smart Phone画面の表面反射を防止し見易さを維持する偏光
フィルム,カメラ製品で光波長の変換や強弱などを活用した光学技術が強みである. 
一方,大成プラスはアルミニウム(Aluminium)や樹脂など成形加工を行う事業が中心
で,Smart Phone に有機 EL7)を封止する技術を供給する企業で,研究開発の段階から安全
性などの規制への対応に配慮し,同じ化学産業では三井化学と競合関係になる.製品端
末に負担の掛かる電波干渉を軽減する高度なセンサーを Smart Phone に搭載する傾向
を読み取り,製品を補完する技術として機能を飛躍的に向上させる端末筐体の材料改
良という新たなテーマに向き合い,樹脂や金属などの既存材料から成形加工する技術
力の活用を模索していた.そのような中で,両社は年々強化される世界的な環境規制を
背景に,特に自動車や飛行機では製品の軽量化を支える技術の開発を進めていた. 
組織間の活動を結合する契機となったのは,「2012年,経済産業省が施策した『国際
標準共同研究開発事業』に加わり,同事業を進める上で得た接合界面の観察データの
相互活用など,日本プラスチック工業連盟を介した技術提携」である(板橋,2015).この
提携によって,三井化学の特殊な樹脂(プラスチック)材料を活用し金属の表面に特殊な
処理を施す大成プラスの接合加工を組み合わせ,新しい機構物 8)の開発に合意する.そ
して,技術開発で双方が保有する技術の理解と,技術者の相互学習・情報開示を行い,接
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合に合う材料と材料特性を活かした接合加工,互いの得意分野を組み合わせ試作する.
開発技術は,加熱した樹脂ポリプロピレン(Polypropylene)とアルミニウム(Aluminium)を
金型に押込み,型に充填して成形する射出成形で,全体を金属で統一した場合の部品と
同程度の強度ながら 1/3の軽量性を実現し,耐久性や複雑な形状などの加工にも有効と
なる.もともと,金属とプラスチックはお互いの接合が難しく耐久や安全を求める製品
と相性が悪い.そのため,材料に特殊な処理を行い接合面と表面にできたナノレベルの
凹凸 9)孔に樹脂を入れ接合力を上げる高度なナノテクノロジー技術が必要となる.これ
により,ビス・ネジ・溶接工程など従来発生する工程を省き,製造コストが 30%低減さ
れる.また,複雑な形状の接合が可能となりデザイン自由度などの選択肢が多様化する
と,複数の産業で使われる製品・商品への採用が進む.例えば,今回の国際標準化を契機
に,「中国・韓国系スマートフォンメーカーの製品として 2016年から数億円規模の受
注を獲得し,プロジェクターやノートパソコンで使われる筐体を補強する部品として
も採用されたことが挙げられる(2017,経済産業省『標準化関連事業の概要』). 
 
2. 標準化の推進 
 
2012年 10月,両社は共同で「樹脂-金属の一体成形に関する特性評価試験方法」の
標準化提案を ISO技術委員会に提出し,2013年 4月に承認を得ている.ISOの承認を求
めた背景は,材料接合技術は接着剤に比べ非常に高い強度を持つものの,信頼ある評価
方法が確立されていない事から,信頼性や安全性を求める医療や自動車用途に提案す
るハードルが高く,イノベーションが停滞していた事が挙げられる.従来,特定企業の単
独の標準化提案では,業界内におけるコンセンサスや説明行為が求められ,企業横並び
的な意識が蔓延していた.しかし,意欲ある両社の資源に着目し,ISOへ事前に技術的な
価値を説明するなど,申請の準備段階から状況を共有するなど事前準備に時間をかけ
て対応した.材料を三井化学,接合・結合を大成プラスが担当し役割を分け,プロセスを
統合する.このような,異種材料の組み合わせがマルチマテリアル 10)化であり,これを戦
略的に推進したのである. 
接合部分の強度や耐久性を評価するため,試験片の作成方法,接合強さの試験方法,耐
久性評価方法の手順を決め,新しい機構物として製品機能の向上に取り組む.この開発
過程で,得た試験結果から軌道修正と改善に取り組み,自動車部品や電子機器への検討
を進める.開発した技術を説明する際,製品差別化に有効な機能となるために,『技術を
評価する方法』それ自体を標準化する.そして,Smart Phoneに続き,単一素材の高強度・
軽量化だけでは不十分だと認識されていた車両軽量化の手段に対し,自動車産業で積
極的に検討が進むと,評価水準が厳しいと言われる自動車産業で検討が進んだ経緯が
信用担保する形になり,後に建築や医療,航空機などの産業にも展開される.他産業での
迅速な検討を後押しする形で展開したのは,ナノモールディングテクノロジー11)を活用
し標準化という新しい製品機能を証明する方法が確立されたことが新しいビジネス機
会の発掘を支援したといえる. 
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3. 構造的空隙の適用 
 
板橋(2015)は,協業によって開発した技術を「金属と樹脂が結合し強接合と気密性を
高めるナノモールディングテクノロジー」と表現した.自動車・医療・建築・家電な
ど複数の産業や業界で検討が進み,一つの技術規格が対象とする市場や産業の範囲を
超えて採用が進んでいる.ナノレベルの接合によって成立した技術は,これが如何に優
れているかを客観的に証明する基準によって証明が成されたのであるが,各産業に対
する提案は自動車産業から開始した点がポイントである.金属と樹脂を接合するには
接着系の材料を別途使う事が一般的で,しかしこれは経年劣化(時間が経つと効果が薄
れる)で剥がれてしまう技術的な課題がある.耐久性や安全性を証明し認知されれば,新
しい価値が備わり自動車産業での製品開発に協力できると捉えたのである. 
自動車産業は安全面で厳しい基準がある為,そもそも技術提案をする事が難しく,化
学材料メーカーが提案する技術は,他の産業に即時援用される可能性は低い.つまり,
「コンタクトが重複しない」状況である.したがって,技術を開発する組織内部で保有
する情報は,他の産業や製品に対する検討内容とは性質が異なる.例えば Smart Phoneメ
ーカーは,大画面化と薄型化に対応する消費者ニーズと製品用途の多様化などセット
メーカー独自で高度な開発テーマに取り組み,機能だけでなくデザイン性の向上を同
時に目指していた.筐体にアルミニウム(Aluminium)金属を使うことで鏡面化加工によ
るデザイン性を表現しようとしていた.しかし問題は金属特有の重量と,外部から送ら
れる電波が遮断されることである( Tech Web無線通信の基礎 :『電波の伝わり方』12)). 
Iotの発達によって電波を通じた情報のやり取りが高まる中で,機能性の高いセンサ
ーの搭載数が限られること,クラウドが普及し多量のデータが存在するネットワーク
環境では充分に機能を活かすことができなくなる.その点で,樹脂は電波を通す特性が
ある為,製品機能やサービスが増え,必要な材料となる( Tech Web無線通信の基礎 :『電
波の伝わり方』).こうした異なる産業製品の課題に対して性能評価を繰り返しながら,
自動車産業での類似した課題に応用し評価と改善を繰り返す.開発が成功しても,評価
方法の存在しないイノベーション,つまり『この品質が如何に優れているかを実証し
相手に納得させる方法』を確立しなければ,安全面で厳しい基準を持つ顧客に販売し,
収益を得る経済合理性の確保は難しい.その為,他の産業から得られた信用が基盤とな
り,効果を証明する方法としての標準化が活きてくる. 
 
Ⅴ．考 察 
 
1. リサーチクエスチョンへの回答 
 
SQ-1は,「化学産業での企業協業によって,便益を高めコスト抑制に働く要因は何
か?」であるが,技術開発の段階で製品に反映する役割を事前に決めることが重要であ
る.そのようなルールに基づき補完すべき技術を強化し,既存市場に留まらず応用でき
る他の用途を探す行為を並行的に行っている.図 3は,技術領域の応用によって製品適
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用が可能となる流れを表現したものである.コアとなる技術の研究開発から発展し,応
用する事ができる別の領域を探索する.補完的な立場にある別の企業や組織と連携し
組織学習を図り,標準化が活用できる別のカテゴリーを見つける.矢印はそれぞれ時間
の経過を表し,企業間の組織学習が実行され,技術者のすり合わせなどによって双方の
コアコンピタンスを統合する動きとなる. 
 
< 図 3 : 技術領域の拡大 > 
 
(筆者作成) 
 
原(2015)は,「イノベーションを通じた競争力の向上とは,諸制度・諸構造との相互作
用を現実,および環境条件に照らし合わしながら,生み出され,造り直されていく構築的
な現象」と主張している.そのような点と類似し,コア技術の応用先を探すことでロッ
クインの脅威から回避しようとする.そして,研究開発から資源を変化・更新させ新た
しいアイテムを創っている.このため,以下の命題を抽出する. 
 
命題 1 : 材料技術が適用可能となる製品への応用と拡大を通じ,シナジー創出を図り, 
その有効性を証明する新しい基準を構築することは,要因の一つである 
 
SQ-2は,「競合関係にある企業が,同時に補完的生産者として機能する要因は何か？」
であるが,技術提携による互換関係が成立し組織学習を実行することで新たなビジネ
ス機会を探る動きにつながった.この結果,補完的関係が強まり,互いに内部/外部のコン
ピタンスを統合する動きが高まったのであるが,自社が開発すべき役割を明確に認識
し,それに向け資源を集中させた組織能力を挙げる.North(1990)が,「制度が取引費用に
影響を与え,制度が調整と生産の問題を解決するかは環境複雑性を読解し秩序づける
プレイヤーの能力で決定される」と主張するように互いに技術資源を提供し,より大き
な市場の価値を創造する意味を理解し行動できた要因が大きい.このような行動であ
るが,多様な主体によって今日の開発分業が担われている状況からすると,技術は常に
根本的な変化に直面しているため役割を固定するのは非効率となる場合がある.しか
しながら,双方で代替技術の開発に取り組むため, 技術価値を証明する目的に絞り開発
協業をおこなったのであるが,このような状況下で同じ補完的生産者として機能する
条件を以下に示す. 
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命題 2 : 新しい市場へのビジネス機会を発掘するため,補完的関係を活用するという 
命題 2 : 目的で一致し,保有技術を結合する学習を進め,そのプロセスを実行すること 
 
SQ-3は「技術開発を通じ異なる産業間で標準化が成立する条件は何か?」であるが,
既存技術をベースに開発資源を組み合わせた際に,新しい機能を付加している.技術の
信頼性や高さを証明する為に試験方法を含めた標準化によって複数のネットワークか
ら関心や引き合いを示され,これを複数の異なる市場に展開する過程で自動車など社
会生活に影響を及ぼす産業から着手する.このような状態は異業種との接点で補完的
製品の幅が広がり,境界連結者として顧客製品情報を獲得するような状況と表現でき
る.しかし,注意すべきは,本来の構造的空隙はネットワークを結ぶ接点であり,中心的な
役割を果たしている意味とは異なる.その為,異業種や周辺産業をつなぐ事によって,他
産業の開発情報の取得や産業融合を促進する意味であり,産業やコミュニティで形成
された信頼や保障が他の産業やコミュニティにも伝播され技術の正当性が高まる側面
が存在する.ここから,以下の命題を抽出する. 
 
命題 3 : 既存の技術に新しい機能を付加し,当該技術が異なる産業間の境界連結者で 
命題 3 : あること 
 
SQ-4は,「多様な技術を活用し競争優位を構築するには,どのような標準化が有効か?」
という問いであるが,基本的に標準化された技術は,市場に投入される前に形成される.
将来的にその技術が標準化されることが確実である場合,最初から標準化された製品
を採用すると生産効率が高まるからである.自社技術の差別化で,モノやコトを測る基
準を自由に構築すれば,政府見解や業界規制からの影響を最小限に留められる. 
自社技術の周辺の標準化では,独自技術の製品化を容易にする為にオープンイノベ
ーションの動きも存在するが,技術主導のアライアンスによって構築した標準化がベ
ースとなり,他社や複数の産業領域で使用させる.つまり,技術による革新性の獲得,多様
な顧客と取引関係が構築できている信頼性の認知,それに伴う規模の経済性という段
階的な発展が成立する場合に,標準化を構築する事は可能と言える. 
 
命題 4 : ビジネスモデルの価値を生む標準化であること 
 
2. 因果メカニズムの構築 
 
前節において,抽出した命題から得た解釈を通じ,本節では競争優位を構築する命題
間の因果関係を明らかにする.図 4は,標準化による便益性の向上と構造的空隙による
コスト低減を通じ,高い経済利益を産む創出価値のメカニズムを示している.まず,保有
する技術知識を活用する動きが相互に取られ,技術部門を中心に組織学習を図る.この
時,役割を補う部分と協調するところを決める.組織学習がマルチマテリアル化の開発
プロセスとして進み,双方のコアコンピタンスが統合される. 
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マルチマテリアル化が実現すると,新しい性能を評価する基準ができる.自社製品の
バリューチェーン内に互いを組み込み,生産規模の拡大に備える.最後に,標準化として
の認定を ISOに共同で申請し,異なる産業で適用され製品範囲が拡大する. 
 
< 図 4 : 化学産業における創出価値を活用した標準化構築メカニズム > 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(筆者作成) 
 
技術を評価する方法や基準が策定されると,そうした基準を活用する側も探索コス
ト(違う評価基準を探し適用させる)を抑えることができる.異なる産業で製品を開発す
る企業に対して技術を提供するため,産業間の境界連結者として存在することができ
る.このような構造が,PSを構築しビジネス価値の強化を通じて競争優位が形成される
メカニズムとなる. 
 
3. アブダクション 
 
本稿は,「化学産業における標準化構築を通じ競争優位が成立するメカニズム」を分
析し,研究を通じ得られた事実としての命題を以下に示す. 
 
① 競争力の高い化学産業主導でイノベーションを推進し,新しい評価基準を構築 
② 保有技術を結合する企業間の組織学習が,製品開発プロセスとして実践 
③ 役割を分け高度な技術を提供し,異なる産業間の境界連結者として存在 
④ PSという国際標準化の認証を受け,ビジネスモデル価値が向上 
 
こうした点に対し,先行研究で示された内容との違いであるが,異なる産業の境界連
結という存在であったため,便益性向上とコスト抑制のバランスを取る際に比較的早
く実現することができたこと(創出価値),主体企業と補完的生産者という当該企業だけ
の視点から離れ,PS基準を活用する企業側にも製品競争力や売上向上などの効果が見 
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えたこと(価値相関),複数の異なる産業からもたらされる異なる情報を境界連結者は活
用することができる(構造的空隙),という点である. 
  
これらの先行研究に対する変則性はなぜ起こったか,幾つかの原因,または,条件を推
論すると以下の 3点が挙がる. 
 
① PSによって境界連結が進み,多様な市場との接点を確保すること,その結果,既存市
場の規模が拡大し,境界連結者の利益が増える 
② 水平的な取引構造の企業連携で新しい能力を獲得した場合,別の企業からのホー
ルドアップ(ここでは,特定の技術を使い続ける状態を指す)を回避できる 
③ 補完的生産者と技術ベースの組織学習を進め,新しいビジネス領域を開拓する際, 
   役割の重複を回避すると,当該企業にコスト抑制効果が表れる 
 
①において,境界連結者の利益が増す原因は,技術主導のアライアンスによって,補完
的生産者の能力を効果的に活用し,取引コストは抑制された為である.また,標準化によ
って創出した価値を分配する際,当該企業以外の異なる産業にも影響を与えることが
認識できる. 
②において,技術者の権限や使える資源の拡大が進む場合,従来よりも裁量が増える
為,行動できるスピードや範疇が広がり,特定の技術や開発条件等,環境に依存する度合
いが低下する.それに伴い,様々な状況にも柔軟に対応することが可能となり組織能力
は向上する. 
③は,品質を向上させた結果,多様な産業で適用される機会が増えた事で,顧客が希望
する開発情報の取得が容易となり開発に費やすコストを抑えることができる.一見す
ると両立が難しい品質の向上とコスト抑制という二律背反を超え,新たな価値を生み
出している.補完的関係にある企業とのアライアンスによって自身の付加価値を最大
化しつつ,コストを抑制し買い手に提供する便益を高めたためである. 
 
本節では,事実としての命題から,それに対する先行研究との違いを示し,これらの解
釈に対する変則性や違いがあるかを記述した.この点で,変則性が生まれた原因,または
条件となる要素を推測(アブダクション)し,理由の説明につながる論理展開を試みた. 
本研究を通じて,市場や社会に対し必要な技術を提供する機会を如何に発掘するか,
様々な製品開発で協業できる機会の獲得,新しいビジネスモデルとそれらを支える企
業の各種機能の向上は依然として重要であることが認識できた.そして,今後も PS によ
る標準化の確立には,技術ベースの補完的関係が交差した上で,それに伴う新たなルー
ルメイキング型標準化の創造が如何に実現するかが問われるであろう. 
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Ⅵ．おわりに 
 
1. 結 論 
 
上田(2006)は,製造業における開発の歴史の中で,生産性と革新性がトレードオフの関
係に在る事を主張し,成熟期にある企業が生産性をより向上しようとするならば,革新
能力は消失すると示唆している.製品開発とビジネスモデル革新を同時に達成する困
難さから生じる「ジレンマ」への対応という問題では,本研究は技術を活用した標準
化を通じ打開策を提示する事を目指した.この過程で,既に自社の技術や規格を競合企
業にも開示しオープンポリシーを通じデファクト化を図るとされているが(山田,1993: 
浅羽,1995),標準化はこうした利益阻害を上回る要因を備えていることを示した. 
Pierce(2009)は,自社の担当していない部分におけるボトルネックまで解消しようと
する中核企業の行動は,周辺企業の撤退につながる為,補完的生産者を含む周辺企業と
の協業が重要と主張した.その点で,末廣(2000)が指摘した「モノを造りだす技術」の中
で,生産効率を上げる機械の取扱いに加え,材料業界における生産の手順や段取り等,ノ
ウハウの改善に補完的生産者と技術主導のアライアンス関係を構築する事は有効であ
る.これにより,ルールメイキング型標準化と構造的空隙を活用する企業行動パターン
を具体化し,これらが並立する局面で創出価値が形成される過程を明らかにすること
ができた. 
最後に,近年は制度環境の適応に掛かる取引費用へ最小化から企業主体のルールメ
イクを実現し,より最適な取引コストへの対応が問われている(丹沢,2017a).本研究を通
じて企業が制度環境下に働きかける戦略策定は殊更重要で,実務的な示唆を与える事
ができたものと考える. 
 
2. 今後の課題 
 
保有する技術を活かし他社から模倣できない競争優位が実現される『ものづくり企
業』は,より具体的に異なる産業に適用できる競争優位構築メカニズムを構築する事が
求められる.したがって,PSが企業によって推進され策定が進む場合,そのプロセスの策
定に関わる利害関係者によるグローバルレベルの供給体制が構築されるパターン化を
図り,進化的適応をより具体的に分析する事が必要である.また,企業内ケイパビリティ
の最大化,企業間コストの最小化,企業外資源とのシナジーについてバリエーションを
増やし,産業横断的に分析を続ける計画である. 
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[注釈] 
 
1) 参入企業が増加し差別化が困難となり利益が出ないほど価格低下すること 
(榊原・香山,2006) 
2) 最終製品の開発・販売を行う企業で消費者へ物を販売する組立製造業者(もともと
は複数のサプライヤーから納入された部品や部材を組み立てるという意味が強か
ったがヒューレットパッカードのように現在では最終組立をアウトソーシングす
るケースも見受けられる) 
3) 個人用の携帯コンピュータの機能を併せ持った携帯電話 .従来の携帯情報端末
(PDA)に携帯電話・通信機能を統合したものと表現されることもある.単に高機能と
いうだけでなく汎用 OS を搭載し,利用者が後からソフトウェアなどを追加できる
ようになっている機種を指す場合が多い(引用:IT用語辞典) 
4) スイス・ジュネーブに本部を置く非政府機関 International Organization for 
Standardization(国際標準化機構)の略称.主な活動は国際的に通用する規格を制定す
ること 
5) Quality, Cost, Delivery : 品質,費用,納期の頭文字を繋いだ単語(引用:IT用語辞典) 
6) 自由競争といわれる一般的概念を厳密に定式化した理論的・分析的概念 
7) 電圧を加えると発光する有機半導体を用いた発光素子.これを使った有機 EL ディ
スプレーは,液晶に比べ高輝度・広視野角などの利点を持つ.応答速度も液晶と比べ
て速く,暗い所でも明るく鮮明に見える(引用: 朝日新聞出版発行「知恵蔵」) 
8) 薬液につけて特殊な表面処理をした金属と樹脂を高強度で接合した成型品 
9) 1/10億 程度の微細な穴を意味する 
10) 特性が異なる金属や材料などを組み合わせて併用すること.自動車業界では,いまま
で単一の鋼材が用いられた部分に,鉄・アルミニウム・チタン・炭素繊維強化プラ
スチックなど複数の材料を併用することで軽量化や強度化を実現する手法 
11) 金属合金を各種薬品に浸漬させることにより、金属表面にナノサイズの微細なポ
ーラスを形成し,この処理金属を射出成形の金型にインサートして樹脂を成形する
ことにより一体化させる接合技術(黒岩,2015) 
12) Iot技術情報サイト TechWeb参照 
https://micro.rohm.com/jp/techweb_iot/knowledge/iot01/s-iot01/01-s-iot01/1844 
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